
　福島市を拠点に1994年（平成6年）の創業から40年近く、地域に根差した事業を
展開してきた倉島商事は、ガス事業を中心に家庭用電化製品の販売やファンヒー
ターのレンタル、水道などの部品交換等、町の「困りごと相談」を幅広く受けてき
た。こうした取り組みは高齢者世帯を中心に喜ばれ、長年の信頼関係を築いてい
る。近年は人材採用活動にも力を入れており、ホームページやパンフレットを整備
し、若手の確保に向けた工夫を重ねているという。

倉島商事株式会社

　同社がLPWA通信機器を導入した背景には、検針員の高齢化と人材不足という課
題があった。従来は外部委託で車を使った検針を行っていたが、事故や誤検針など
ヒューマンエラーのリスクもあり、業務の安全性と継続性には不安を抱えていた。
さらに定年退職が増える中での新規採用は難しく、人材不足が深刻化していた。こ
うした状況を改善するため、2020年（令和2年）か
ら東洋計器のシステムの導入を決断。補助金制度
の活用も後押しとなり、段階的に設置を開始した。
現在は約3,000件中2,100件以上に導入済みで、残
りも2026年度中に完了予定である。
　また、自動検針は、緊急時でも遠隔で状況把握が
可能となり、顧客対応の迅速化に寄与するという
期待も大きかった。

導入の背景と課題
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取材を対応してくださったガス事業
業務営業部 紺野部長



　導入によって検針の正確性が大幅に向上し、ヒューマンエラーの防止や作業負
担の軽減につながった。さらに今後、ペーパーレス化やWeb請求への移行も視野に
入っており、業務効率化の波は広がりつつある。費用面では、検針員の持参するハ
ンディターミナルの更新コスト削減が大きなメリットとなり、年間約60万円の費
用圧縮効果が見込まれる。さらに、検針作業の負荷から解放されたことで、従業員
の負担軽減にもつながった。
　導入初期には電波不達や電池消耗といった課題もあったが、設置場所の工夫や
メーカーのサポートにより解決。現在は安定した運用が可能となっている。

導入による効果と運用の工夫

　LPWA導入によって顧客との接点が減ることを懸念する声もあったが、現状で
は大きな影響はない。むしろ、ガスファンヒーターのレンタルや困りごと相談な
ど、別のサービスで顧客との関係を維持している。今後はWeb請求や遠隔閉開栓な
ど機能拡充を進める一方、10年後の機器更新に備えた計画的対応が求められる。
　補助金制度については「費用だけでなくシステムや人材育成も支援してほしい」
との要望も挙がっていた。人口減少や脱炭素の流れを見据え、通信技術とガス事業
の融合による新たな価値創出が期待される中、同社は地域に寄り添いながら、次の
一手を模索している。「確実な検針ができること
が最大の効果」と語る紺野 健三氏（ガス事業業
務営業部長）の言葉には、業界全体が抱える課題
と、その先にある未来へのヒントが込められて
いる。

今後の展望と課題

事前周知（左）と設置完了の
お知らせ（右）チラシ

事務所の様子



LPWA通信システムの実態調査票（事前調査）



LPWA通信システム導入までのスケジュール


